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報告第 ３ 号 

専決処分の承認を求めることについて（藤井寺市行政不服等審査会条例の一部改正） 

○藤井寺市行政不服等審査会条例（令和４年藤井寺市条例第２２号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（所掌事務） （所掌事務） 

第３条 審査会は、次に掲げる事項を所掌する。 第３条 審査会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（４） 藤井寺市議会の個人情報の保護に関する条例（令和５年藤井寺市条例第８

号）第４５条第１項の規定による諮問に応じ、審査請求について調査審議するこ

と。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿

（５） （略） （４） （略） 

（６） 藤井寺市議会の個人情報の保護に関する条例第５０条の規定による諮問に

応じ、調査審議すること。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

２ （略） ２ （略） 

（定義） （定義） 

第１０条 この章において「審査庁」とは、藤井寺市情報公開条例第１５条第２項、

個人情報保護法第１０５条第３項において準用する同条第１項及び藤井寺市議会の

個人情報の保護に関する条例第４５条第１項の規定により審査会に諮問をした実施

機関をいう。 

第１０条 この章において「審査庁」とは、藤井寺市情報公開条例第１５条第２項及

び個人情報保護法第１０５条第３項において準用する同条第１項の規定により審査

会に諮問をした実施機関をいう。 

２ （略） ２ （略） 

３ この章において「保有個人情報」とは、個人情報保護法第７８条第１項第４号、

第９４条第１項又は第１０２条第１項に規定する開示決定等、訂正決定等又は利用

停止決定等に係る同法第６０条第１項に規定する保有個人情報及び藤井寺市議会の

個人情報の保護に関する条例第２０条第５号ア、第３５条第１項又は第４２条第１

項に規定する開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定等に係る同条例第２条第４

項に規定する保有個人情報をいう。 

３ この章において「保有個人情報」とは、個人情報保護法第７８条第１項第４号、

第９４条第１項又は第１０２条第１項に規定する開示決定等、訂正決定等又は利用

停止決定等に係る同法第６０条第１項に規定する保有個人情報をいう。 
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改正後 改正前 

（審査会の調査審議） （審査会の調査審議） 

第１１条 審査会の調査審議は、法に定めるもののほか、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める規定により行う。 

第１１条 審査会の調査審議は、法に定めるもののほか、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める規定により行う。 

（１） 第３条第１項第２号及び第４号に掲げる調査審議 次条から第１７条まで （１） 第３条第２号に掲げる調査審議 第１２条から第１７条まで 

（２） 第３条第１項第３号に掲げる調査審議 次条第１項から第３項まで、第１

５条並びに第１６条第１項及び第３項 

（２） 第３条第３号に掲げる調査審議 第１２条第１項から第３項まで、第１５

条並びに第１６条第１項及び第３項 



- 3 - 

報告第 ４ 号 

専決処分の承認を求めることについて（市税条例の一部改正） 

○市税条例（昭和５６年藤井寺市条例第１号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（給与所得に係る特別徴収税額の納入の義務等） （給与所得に係る特別徴収税額の納入の義務等） 

第３８条 前条の特別徴収義務者は、月割額を徴収した月の翌月１０日までに、その

徴収した月割額を施行規則第５号の１５様式若しくは第５号の１５の２様式又は施

行規則第２条の６の規定により総務大臣が定めた様式による納入書により納入しな

ければならない。 

第３８条 前条の特別徴収義務者は、月割額を徴収した月の翌月１０日までに、その

徴収した月割額を施行規則第５号の１５様式又は施行規則第２条の６の規定により

総務大臣が定めた様式による納入書によって納入しなければならない。 

（法人の市民税の申告納付） （法人の市民税の申告納付） 

第４４条 市民税を申告納付する義務がある法人は、法第３２１条の８第１項、第２

項、第３１項、第３４項及び第３５項の規定による申告書（第９項、第１０項及び

第１２項において「納税申告書」という。）を、同条第１項、第２項、第３１項及

び第３５項の申告納付にあってはそれぞれこれらの規定による納期限までに、同条

第３４項の申告納付にあっては遅滞なく市長に提出し、及びその申告に係る税金又

は同条第１項後段及び第２項後段の規定により提出があったものとみなされる申告

書に係る税金を施行規則第２２号の４様式又は第２２号の４の２様式による納付書

により納付しなければならない。 

第４４条 市民税を申告納付する義務がある法人は、法第３２１条の８第１項、第２

項、第３１項、第３４項及び第３５項の規定による申告書（第９項、第１０項及び

第１２項において「納税申告書」という。）を、同条第１項、第２項、第３１項及

び第３５項の申告納付にあってはそれぞれこれらの規定による納期限までに、同条

第３４項の申告納付にあっては遅滞なく市長に提出し、及びその申告に係る税金又

は同条第１項後段及び第２項後段の規定により提出があったものとみなされる申告

書に係る税金を施行規則第２２号の４様式による納付書により納付しなければなら

ない。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 法第３２１条の８第３４項に規定する申告書（同条第３３項の規定による申告書

を含む。以下この項において同じ。）に係る税金を納付する場合には、当該税金に

係る同条第１項、第２項又は第３１項の納期限（納期限の延長があったときは、そ

の延長された納期限とする。第７項第１号において同じ。）の翌日から納付の日ま

での期間の日数に応じ、当該税額に年１４．６パーセント（申告書を提出した日

（同条第３５項の規定の適用がある場合において、当該申告書がその提出期限前に

提出されたときは、当該提出期限）までの期間又はその期間の末日の翌日から１月

を経過する日までの期間については、年７．３パーセント）の割合を乗じて計算し

た金額に相当する延滞金額を加算して施行規則第２２号の４様式又は第２２号の４

５ 法第３２１条の８第３４項に規定する申告書（同条第３３項の規定による申告書

を含む。以下この項において同じ。）に係る税金を納付する場合には、当該税金に

係る同条第１項、第２項又は第３１項の納期限（納期限の延長があったときは、そ

の延長された納期限とする。第７項第１号において同じ。）の翌日から納付の日ま

での期間の日数に応じ、当該税額に年１４．６パーセント（申告書を提出した日

（同条第３５項の規定の適用がある場合において、当該申告書がその提出期限前に

提出されたときは、当該提出期限）までの期間又はその期間の末日の翌日から１月

を経過する日までの期間については、年７．３パーセント）の割合を乗じて計算し

た金額に相当する延滞金額を加算して施行規則第２２号の４様式による納付書によ
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改正後 改正前 

の２様式による納付書により納付しなければならない。 り納付しなければならない。 

６～１６ （略） ６～１６ （略） 

（法人の市民税に係る不足税額の納付の手続） （法人の市民税に係る不足税額の納付の手続） 

第４５条 法人の市民税の納税者は、法第３２１条の１２の規定に基づく納付の告知

を受けた場合には、当該不足税額を当該通知書の指定する期限までに、施行規則第

２２号の４様式又は第２２号の４の２様式による納付書により納付しなければなら

ない。 

第４５条 法人の市民税の納税者は、法第３２１条の１２の規定に基づく納付の告知

を受けた場合には、当該不足税額を当該通知書の指定する期限までに、施行規則第

２２号の４様式による納付書により納付しなければならない。 

２ 前項の場合には、その不足税額に法第３２１条の８第１項、第２項又は第３１項

の納期限（同条第３５項の申告納付に係る法人税割に係る不足税額がある場合に

は、同条第１項又は第２項の納期限とし、納期限の延長があった場合には、その延

長された納期限とする。第４項第１号において同じ。）の翌日から納付の日までの

期間の日数に応じ、年１４．６パーセント（前項の納期限までの期間又は当該納期

限の翌日から１月を経過する日までの期間については、年７．３パーセント）の割

合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算して納付しなければならない。 

２ 前項の場合においては、その不足税額に法第３２１条の８第１項、第２項又は第

３１項の納期限（同条第３５項の申告納付に係る法人税割に係る不足税額がある場

合には、同条第１項又は第２項の納期限とし、納期限の延長があった場合には、そ

の延長された納期限とする。第４項第１号において同じ。）の翌日から納付の日ま

での期間の日数に応じ、年１４．６パーセント（前項の納期限までの期間又は当該

納期限の翌日から１月を経過する日までの期間については、年７．３パーセント）

の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算して納付しなければならな

い。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

（たばこ税の申告納付の手続） （たばこ税の申告納付の手続） 

第９６条 前条の規定によってたばこ税を申告納付すべき者（以下この節において

「申告納税者」という。）は、毎月末日までに、前月の初日から末日までの間にお

ける売渡し等に係る製造たばこの品目ごとの課税標準たる本数の合計数（以下この

節において「課税標準数量」という。）及び当該課税標準数量に対するたばこ税

額、第９４条第１項の規定により免除を受けようとする場合にあっては同項の適用

を受けようとする製造たばこに係るたばこ税額並びに次条第１項の規定により控除

を受けようとする場合にあっては同項の適用を受けようとするたばこ税額その他必

要な事項を記載した施行規則第３４号の２様式による申告書を市長に提出し、及び

その申告に係る税金を施行規則第３４号の２の５様式又は第３４号の２の５の２様

式による納付書によって納付しなければならない。この場合において、当該申告書

には、第９４条第３項に規定する書類及び次条第１項の返還に係る製造たばこの品

目ごとの数量についての明細を記載した施行規則第１６号の５様式による書類を添

付しなければならない。 

第９６条 前条の規定によってたばこ税を申告納付すべき者（以下この節において

「申告納税者」という。）は、毎月末日までに、前月の初日から末日までの間にお

ける売渡し等に係る製造たばこの品目ごとの課税標準たる本数の合計数（以下この

節において「課税標準数量」という。）及び当該課税標準数量に対するたばこ税

額、第９４条第１項の規定により免除を受けようとする場合にあっては同項の適用

を受けようとする製造たばこに係るたばこ税額並びに次条第１項の規定により控除

を受けようとする場合にあっては同項の適用を受けようとするたばこ税額その他必

要な事項を記載した施行規則第３４号の２様式による申告書を市長に提出し、及び

その申告に係る税金を施行規則第３４号の２の５様式による納付書によって納付し

なければならない。この場合において、当該申告書には、第９４条第３項に規定す

る書類及び次条第１項の返還に係る製造たばこの品目ごとの数量についての明細を

記載した施行規則第１６号の５様式による書類を添付しなければならない。 
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改正後 改正前 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 前項の修正申告書に係る税金を納付する場合には、当該税金に係る第１項又は第

２項の納期限（納期限の延長があったときは、その延長された納期限。第９９条第

２項において同じ。）の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、当該税額に年

１４．６パーセント（修正申告書を提出した日までの期間又はその日の翌日から１

月を経過する日までの期間については、年７．３パーセント）の割合を乗じて計算

した金額に相当する延滞金額を加算して、施行規則第３４号の２の５様式又は第３

４号の２の５の２様式による納付書によって納付しなければならない。 

５ 前項の修正申告書に係る税金を納付する場合には、当該税金に係る第１項又は第

２項の納期限（納期限の延長があったときは、その延長された納期限。第９９条第

２項において同じ。）の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、当該税額に年

１４．６パーセント（修正申告書を提出した日までの期間又はその日の翌日から１

月を経過する日までの期間については、年７．３パーセント）の割合を乗じて計算

した金額に相当する延滞金額を加算して、施行規則第３４号の２の５様式による納

付書によって納付しなければならない。 

（たばこ税に係る不足税額等の納付手続） （たばこ税に係る不足税額等の納付手続） 

第９９条 たばこ税の納税義務者は、法第４８１条、第４８３条又は第４８４条の規

定に基づく納付の告知を受けた場合には、当該不足税額又は過少申告加算金額、不

申告加算金額若しくは重加算金額を、当該通知書の指定する期限までに、施行規則

第３４号の２の５様式又は第３４号の２の５の２様式による納付書によって納付し

なければならない。 

第９９条 たばこ税の納税義務者は、法第４８１条、第４８３条又は第４８４条の規

定に基づく納付の告知を受けた場合には、当該不足税額又は過少申告加算金額、不

申告加算金額若しくは重加算金額を、当該通知書の指定する期限までに、施行規則

第３４号の２の５様式による納付書によって納付しなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

附 則 附 則 

（読替規定） （読替規定） 

第６条 法附則第１５条及び第１５条の３の２又は第６３条の規定の適用がある各年

度分の固定資産税に限り、第６３条第８項中「又は第３４９条の３の４から第３４

９条の５まで」とあるのは、「若しくは第３４９条の３の４から第３４９条の５ま

で又は附則第１５条及び第１５条の３の２若しくは第６３条」とする。 

第６条 法附則第１５条及び第１５条の３の２、第６３条又は第６４条の規定の適用

がある各年度分の固定資産税に限り、第６３条第８項中「又は第３４９条の３の４

から第３４９条の５まで」とあるのは、「若しくは第３４９条の３の４から第３４

９条の５まで又は附則第１５条及び第１５条の３の２、第６３条若しくは第６４

条」とする。 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第６条の２ （略） 第６条の２ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 法附則第１５条第２５項第１号イに規定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、３分の２とする。 

３ 法附則第１５条第２６項第１号イに規定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、３分の２とする。 

４ 法附則第１５条第２５項第１号ニに規定する設備について同号に規定する条例で ４ 法附則第１５条第２６項第１号ニに規定する設備について同号に規定する条例で
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定める割合は、３分の２とする。 定める割合は、３分の２とする。 

５ 法附則第１５条第２５項第２号イに規定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、４分の３とする。 

５ 法附則第１５条第２６項第２号イに規定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、４分の３とする。 

６ 法附則第１５条第２５項第３号ハに規定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、２分の１とする。 

６ 法附則第１５条第２６項第３号ハに規定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、２分の１とする。 

７ 法附則第１５条第２８項に規定する条例で定める割合は、３分の２とする。 ７ 法附則第１５条第２９項に規定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

８ 法附則第１５条第３２項に規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 ８ 法附則第１５条第３３項に規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

９ 法附則第１５条第３３項に規定する条例で定める割合は、３分の２とする。 ９ 法附則第１５条第３４項に規定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

１０ 法附則第１５条第４２項に規定する条例で定める割合は、３分の１とする。 １０ 法附則第１５条第４３項に規定する条例で定める割合は、３分の１とする。 

１１ （略） １１ （略） 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ １２ 法附則第６４条に規定する条例で定める割合は、零とする。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （軽自動車税の環境性能割の非課税） 

＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

第７条の４ 法第４５１条第１項第１号（同条第４項又は第５項において準用する場

合を含む。）に掲げる３輪以上の軽自動車（自家用のものに限る。以下この条にお

いて同じ。）に対しては、当該３輪以上の軽自動車の取得が令和元年１０月１日か

ら令和３年１２月３１日までの間（附則第７条の８第３項において「特定期間」と

いう。）に行われたときに限り、第８０条第１項の規定にかかわらず、軽自動車税

の環境性能割を課さない。 

（軽自動車税の環境性能割の非課税の特例） （軽自動車税の環境性能割の非課税の特例） 

第７条の４ （略） 第７条の４の２ （略） 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） （軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

第７条の４の２ （略） 第７条の４の３ （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例） （軽自動車税の環境性能割の税率の特例） 

第７条の８ （略） 第７条の８ （略） 

２ （略） ２ （略） 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

３ 自家用の３輪以上の軽自動車であって乗用のものに対する第８１条の４（第２号

に係る部分に限る。）及び前項の規定の適用については、当該軽自動車の取得が特
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＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

定期間に行われたときに限り、これらの規定中「１００分の２」とあるのは、「１

００分の１」とする。 

（軽自動車税の種別割の税率の特例） （軽自動車税の種別割の税率の特例） 

第８条 法附則第３０条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対する当該軽自動車

が最初の法第４４４条第３項に規定する車両番号の指定（次項から第４項までにお

いて「初回車両番号指定」という。）を受けた月から起算して１４年を経過した月

の属する年度以後の年度分の軽自動車税の種別割に係る第８２条の規定の適用につ

いては、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第８条 法附則第３０条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対する当該軽自動車

が最初の法第４４４条第３項に規定する車両番号の指定（次項から第８項までにお

いて「初回車両番号指定」という。）を受けた月から起算して１４年を経過した月

の属する年度以後の年度分の軽自動車税の種別割に係る第８２条の規定の適用につ

いては、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

（略） （略） 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に対する第

８２条の規定の適用については、当該軽自動車が令和４年４月１日から令和８年３

月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には、当該初回車両番号指定を

受けた日の属する年度の翌年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲

げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に対する第

８２条の規定の適用については、当該軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３

月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税

の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

（略） （略） 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に掲げる法第４４６条第１項第３号に規

定するガソリン軽自動車（以下この条において「ガソリン軽自動車」という。）の

うち３輪以上のものに対する第８２条の規定の適用については、当該ガソリン軽自

動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同

条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２号ア（イ） ３，９００円 ２，０００円 

第２号ア（ウ）ａ ６，９００円 ３，５００円 

１０，８００円 ５，４００円 
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第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 １，９００円 

５，０００円 ２，５００円 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車のうち３輪以

上のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第８２条の規定の適

用については、当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日

までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割

に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２号ア（イ） ３，９００円 ３，０００円 

第２号ア（ウ）ａ ６，９００円 ５，２００円 

１０，８００円 ８，１００円 

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 ２，９００円 

５，０００円 ３，８００円 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

５ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車のうち、自

家用の乗用のものに対する第８２条の規定の適用については、当該軽自動車が令和

３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が令和４年４月１日か

ら令和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分

の軽自動車税の種別割に限り、第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

６ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車（自家用の

乗用のものを除く。）に対する第８２条の規定の適用については、当該軽自動車が

令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場

合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が令和４年４月１

日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年

度分の軽自動車税の種別割に限り、第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の
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＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

３ 法附則第３０条第３項の規定の適用を受ける３輪以上の法第４４６条第１項第３

号に規定するガソリン軽自動車（以下この項及び次項において「ガソリン軽自動

車」という。）（営業用の乗用のものに限る。）に対する第８２条の規定の適用に

ついては、当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令和８年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には、当該初回車両番号指定を受けた日の属

する年度の翌年度分の軽自動車税の種別割に限り、同条第２号ア（イ）中「３，９

００円」とあるのは「２，０００円」と、同号ア（ウ）ａ中「６，９００円」とあ

るのは「３，５００円」とする。 

７ 法附則第３０条第７項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽自動車（営業

用の乗用のものに限る。）に対する第８２条の規定の適用については、当該ガソリ

ン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指

定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自

動車が令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第３項の表の左欄に掲げ

る同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。 

４ 法附則第３０条第４項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽自動車（前項

の規定の適用を受けるものを除き、営業用の乗用のものに限る。）に対する第８２

条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令和７

年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には、当該初回車両番号指

定を受けた日の属する年度の翌年度分の軽自動車税の種別割に限り、同条第２号ア

（イ）中「３，９００円」とあるのは「３，０００円」と、同号ア（ウ）ａ中

「６，９００円」とあるのは「５，２００円」とする。 

８ 法附則第３０条第８項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽自動車（前項

の規定の適用を受けるものを除き、営業用の乗用のものに限る。）に対する第８２

条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４

年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動

車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月

３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車税の

種別割に限り、第４項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第８条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が

前条第２項から第４項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽自動車に該当するか

どうかの判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１項に

規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断を

するものとする。 

第８条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が

前条第２項から第８項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽自動車に該当するか

どうかの判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１項に

規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断を

するものとする。 

２ （略） ２ （略） 

３ （略） ３ （略） 

（優良住宅地の造成等のための土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税

の課税の特例） 

（優良住宅地の造成等のための土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税

の課税の特例） 

第１２条 昭和６３年度から令和８年度までの各年度分の個人の市民税に限り、所得

割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡所得の基因となる土地等（租

税特別措置法第３１条第１項に規定する土地等をいう。以下この条において同

第１２条 昭和６３年度から令和５年度までの各年度分の個人の市民税に限り、所得

割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡所得の基因となる土地等（租

税特別措置法第３１条第１項に規定する土地等をいう。以下この条において同
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改正後 改正前 

じ。）の譲渡（同項に規定する譲渡をいう。以下この条において同じ。）をした場

合において、当該譲渡が、優良住宅地等のための譲渡（法附則第３４条の２第１項

に規定する優良住宅地等のための譲渡をいう。）に該当するときにおける前条第１

項に規定する譲渡所得（次条の規定の適用を受ける譲渡所得を除く。次項において

同じ。）に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市民税の所得割の額は、前条

第１項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定め

る金額に相当する額とする。 

じ。）の譲渡（同項に規定する譲渡をいう。以下この条において同じ。）をした場

合において、当該譲渡が、優良住宅地等のための譲渡（法附則第３４条の２第１項

に規定する優良住宅地等のための譲渡をいう。）に該当するときにおける前条第１

項に規定する譲渡所得（次条の規定の適用を受ける譲渡所得を除く。次項において

同じ。）に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市民税の所得割の額は、前条

第１項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定め

る金額に相当する額とする。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

２ 前項の規定は、昭和６３年度から令和８年度までの各年度分の個人の市民税に限

り、所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡所得の基因となる土

地等の譲渡をした場合において、当該譲渡が確定優良住宅地等予定地のための譲渡

（法附則第３４条の２第５項に規定する確定優良住宅地等予定地のための譲渡をい

う。以下この項において同じ。）に該当するときにおける前条第１項に規定する譲

渡所得に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市民税の所得割について準用す

る。この場合において、当該譲渡が法附則第３４条の２第１０項の規定に該当する

こととなるときは、当該譲渡は確定優良住宅地等予定地のための譲渡ではなかった

ものとみなす。 

２ 前項の規定は、昭和６３年度から令和５年度までの各年度分の個人の市民税に限

り、所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡所得の基因となる土

地等の譲渡をした場合において、当該譲渡が確定優良住宅地等予定地のための譲渡

（法附則第３４条の２第５項に規定する確定優良住宅地等予定地のための譲渡をい

う。以下この項において同じ。）に該当するときにおける前条第１項に規定する譲

渡所得に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市民税の所得割について準用す

る。この場合において、当該譲渡が法附則第３４条の２第１０項の規定に該当する

こととなるときは、当該譲渡は確定優良住宅地等予定地のための譲渡ではなかった

ものとみなす。 

３ （略） ３ （略） 

（新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例） （新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例） 

第２１条 所得割の納税義務者が、新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するた

めの国税関係法律の臨時特例に関する法律（令和２年法律第２５号）第５条第４項

に規定する指定行事のうち、市長が指定するものの中止若しくは延期又はその規模

の縮小により生じた当該指定行事の入場料金、参加料金その他の対価の払戻しを請

求する権利の全部又は一部の放棄を同条第１項に規定する指定期間内にした場合に

は、当該納税義務者がその放棄をした日の属する年中に法附則第６０条第４項に規

定する市町村放棄払戻請求権相当額の法第３１４条の７第１項第３号に掲げる寄附

金を支出したものとみなして、第２３条の２の規定を適用する。 

第２１条 所得割の納税義務者が、新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するた

めの国税関係法律の臨時特例に関する法律（令和２年法律第２５号。次条において

「新型コロナウイルス感染症特例法」という。）第５条第４項に規定する指定行事

のうち、市長が指定するものの中止若しくは延期又はその規模の縮小により生じた

当該指定行事の入場料金、参加料金その他の対価の払戻しを請求する権利の全部又

は一部の放棄を同条第１項に規定する指定期間内にした場合には、当該納税義務者

がその放棄をした日の属する年中に法附則第６０条第４項に規定する市町村放棄払

戻請求権相当額の法第３１４条の７第１項第３号に掲げる寄附金を支出したものと

みなして、第２３条の２の規定を適用する。 
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報告第 ５ 号 

専決処分の承認を求めることについて（藤井寺市介護保険条例の一部改正） 

○藤井寺市介護保険条例（平成１２年藤井寺市条例第７号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（新型コロナウイルス感染症の影響により収入の減少が見込まれる場合等における

保険料の減免） 

（新型コロナウイルス感染症の影響により収入の減少が見込まれる場合等における

保険料の減免） 

第４条 市長は、第１号被保険者が新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロ

ナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機

関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）で

ある感染症をいう。）の影響を受ける者として市長が別に定めるもののうち必要が

あると認められるものに対し、令和４年度分の保険料であって、令和５年３月中に

第１号被保険者の資格を取得したことにより、令和５年４月１日以降に普通徴収の

納期限が定められている保険料について、納付義務者の申請により、保険料を減免

することができる。 

第４条 市長は、第１号被保険者が新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロ

ナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機

関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）で

ある感染症をいう。）の影響を受ける者として市長が別に定めるもののうち必要が

あると認められるものに対し、令和３年度分の保険料であって、令和４年３月中に

第１号被保険者の資格を取得したことにより、令和４年４月１日以降に普通徴収の

納期限が定められている保険料及び令和４年度分の保険料であって、普通徴収の納

期限（特別徴収の場合にあっては、特別徴収対象年金給付の年金支払日）が令和４

年４月１日から令和５年３月３１日までの間にある保険料について、納付義務者の

申請により、保険料を減免することができる。 

２ （略） ２ （略） 
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報告第 ６ 号 

専決処分の承認を求めることについて（職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正） 

○職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１０年藤井寺市条例第３号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

１・２ （略） １・２ （略） 

（防疫作業従事手当の特例） （防疫作業従事手当の特例） 

３ 職員が、特定新型インフルエンザ等（新型インフルエンザ等対策特別措置法（平

成２４年法律第３１号）第２条第１号に規定する新型インフルエンザ等で、当該新

型インフルエンザ等に係る同法第１５条第１項に規定する政府対策本部が設置され

たもの（規則で定めるものに限る。）をいう。）から市民の生命及び健康を保護す

るために行われた措置に係る作業であって規則で定めるものに従事したときは、防

疫作業従事手当を支給する。この場合において、第４条の規定は適用しない。 

３ 職員が新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウ

イルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染す

る能力を有することが新たに報告されたものに限る。）である感染症をいう。以下

同じ。）から市民の生命及び健康を保護するために緊急に行われた措置に係る作業

であって規則で定めるものに従事したときは、防疫作業従事手当を支給する。この

場合において、第４条の規定は適用しない。 

４ 前項の手当の額は、作業に従事した日１日につき、１，５００円（緊急に行われ

た措置に係る作業であって、心身に著しい負担を与えると市長が認めるものに従事

した場合にあっては、４，０００円）を超えない範囲内において、それぞれの作業

に応じて規則で定める額とする。 

４ 前項の手当の額は、作業に従事した日１日につき、３，０００円（新型コロナウ

イルス感染症の患者若しくはその疑いのある者の身体に接触して又はこれらの者に

長時間にわたり接して行う作業その他市長がこれに準ずると認める作業に従事した

場合にあっては、４，０００円）とする。 
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議案第２２号 

市税条例の一部改正について 

○市税条例（昭和５６年藤井寺市条例第１号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（種別割の税率） （種別割の税率） 

第８２条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税率は、１台につい

てそれぞれ当該各号に定める額とする。 

第８２条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税率は、１台につい

てそれぞれ当該各号に定める額とする。 

（１） 原動機付自転車 （１） 原動機付自転車 

ア 総排気量が０．０５リットル以下のもの又は定格出力が０．６キロワット以

下のもの（エに掲げるものを除く。） 年額 ２，０００円 

ア 総排気量が０．０５リットル以下のもの又は定格出力が０．６キロワット以

下のもの（エに掲げるものを除く。） 年額 ２，０００円 

イ ２輪のもので、総排気量が０．０５リットルを超え、０．０９リットル以下

のもの又は定格出力が０．６キロワットを超え、０．８キロワット以下のもの

年額 ２，０００円 

イ ２輪のもので、総排気量が０．０５リットルを超え、０．０９リットル以下

のもの又は定格出力が０．６キロワットを超え、０．８キロワット以下のもの

年額 ２，０００円 

ウ ２輪のもので、総排気量が０．０９リットルを超えるもの又は定格出力が

０．８キロワットを超えるもの 年額 ２，４００円 

ウ ２輪のもので、総排気量が０．０９リットルを超えるもの又は定格出力が

０．８キロワットを超えるもの 年額 ２，４００円 

エ ３輪以上のもの（車室を備えず、かつ、輪距（２以上の輪距を有するものに

あっては、その輪距のうち最大のもの）が０．５メートル以下であるもの、側面

が構造上開放されている車室を備え、かつ、輪距が０．５メートル以下の３輪の

もの及び道路運送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）第１条第１項

第１３号の６に規定する特定小型原動機付自転車を除く。）で、総排気量が０．

０２リットルを超えるもの又は定格出力が０．２５キロワットを超えるもの 年

額 ３，７００円 

エ ３輪以上のもの（車室を備えず、かつ、輪距（２以上の輪距を有するものに

あっては、その輪距のうち最大のもの）が０．５メートル以下であるもの及び側

面が構造上開放されている車室を備え、かつ、輪距が０．５メートル以下の３輪

のものを除く。）で、総排気量が０．０２リットルを超えるもの又は定格出力が

０．２５キロワットを超えるもの 年額 ３，７００円 

（２）・（３） （略） （２）・（３） （略） 
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議案第２３号 

藤井寺市副市長定数条例の一部改正について 

○藤井寺市副市長定数条例（平成１８年藤井寺市条例第３１号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１６１条第２項の規定に基づき、副市長

の定数を１人とする。 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１６１条第２項の規定に基づき、副市長

の定数を２人とする。 
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議案第２４号 

特別職の職員の給与に関する条例の一部改正について 

○特別職の職員の給与に関する条例（昭和３４年藤井寺市条例第１８号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

１～９ （略） １～９ （略） 

（給料月額の特例措置） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

１０ 令和５年６月１日から令和９年５月１６日までの間における給料月額は、別表

の規定にかかわらず、次の表のとおりとする。 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

区分 給料月額 

市長 ７５２，０００円

副市長 ６５６，０００円

教育長 ５８４，０００円




